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(57)【要約】
【課題】移動局からのオーバーリーチ干渉時、ＴＤＭＡ
方式のＵＰＬＩＮＫ方向に関して、確実に干渉を回避可
能な通信制御方法を得ること。
【解決手段】基地局１２が、干渉の発生を検出し、干渉
検出通知を基地局１１に送信し、この通知を受信した基
地局１１が、自局の識別子を含ませた干渉発生情報４１
を配下の移動局に対して送信し、干渉発生情報４１を受
信した移動局１が、その応答として自局の識別子および
干渉発生情報に含まれた基地局１１の識別子を含ませた
干渉発生通知４２を基地局１１に送信し、干渉発生通知
４２を受信した基地局１１およびオーバーリーチにより
干渉発生通知４２ａを受信した基地局１２が、当該通知
を受信したタイミングに基づき使用するスロットが基地
局間で重ならないように配下の移動局に対するスロット
割当てを実行する。
【選択図】　　　　図３



(2) JP 2009-260566 A 2009.11.5

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＴＤＭＡ方式を採用する無線通信システムにおいて、第１の基地局と通信中の特定の移
動局が送信するアップリンクデータがオーバーリーチ干渉となり、第２の基地局がアップ
リンクデータを正常に受信することができない場合の通信制御方法であって、
　前記第２の基地局が、前記干渉の発生を検出する干渉検出ステップと、
　前記第２の基地局が、オーバーリーチ干渉の検出を通知するための干渉検出通知を、前
記第１の基地局に向けて送信する干渉検出通知ステップと、
　前記干渉検出通知を受信した前記第１の基地局が、自局の識別子を含ませた干渉発生情
報を、自局配下の移動局に対して送信する干渉発生情報送信ステップと、
　前記干渉発生情報を受信した前記特定の移動局が、その応答として、自局の識別子およ
び前記干渉発生情報に含まれた第１の基地局の識別子を含ませた干渉発生通知を前記第１
の基地局に送信する干渉発生通知送信ステップと、
　前記干渉発生通知を受信した第１の基地局、およびオーバーリーチにより前記干渉発生
通知を受信した第２の基地局が、当該通知を受信したタイミングに基づき、使用するスロ
ットが基地局間で重ならないように配下の移動局に対するスロット割当てを実行するスロ
ット割当てステップと、
　を含むことを特徴とする通信制御方法。
【請求項２】
　ＴＤＭＡ方式を採用する無線通信システムにおいて、第１の基地局と通信中の特定の移
動局が送信するアップリンクデータがオーバーリーチ干渉となり、第２の基地局がアップ
リンクデータを正常に受信することができない場合の通信制御方法であって、
　前記第２の基地局が、前記干渉の発生を検出する干渉検出ステップと、
　前記第２の基地局が、オーバーリーチ干渉の検出を通知するための干渉検出通知を、前
記第１の基地局に向けて送信する干渉検出通知ステップと、
　前記干渉検出通知を受信した前記第１の基地局が、自局の識別子を含ませた干渉発生情
報を、自局配下の移動局に対して送信する干渉発生情報送信ステップと、
　前記干渉発生情報を受信したすべての移動局が、その応答として、自局の識別子および
前記干渉発生情報に含まれた第１の基地局の識別子を含ませた干渉発生通知を前記第１の
基地局に送信する干渉発生通知送信ステップと、
　オーバーリーチにより前記特定の移動局が送信した干渉発生通知を受信した第２の基地
局が、前記特定の移動局の識別子を含ませた特定移動局干渉検知通知を、前記第１の基地
局に向けて送信する特定移動局干渉検知通知ステップと、
　前記特定移動局干渉検知通知を受信した前記第１の基地局が、前記特定の移動局の識別
子を含ませた特定移動局干渉発生情報を、自局配下の移動局に対して送信する特定移動局
干渉発生情報送信ステップと、
　受信した特定移動局干渉発生情報に自局の識別子が含まれている前記特定の移動局が、
その応答として、自局の識別子を含ませた特定移動局干渉発生通知を前記第１の基地局に
送信する特定移動局干渉発生通知送信ステップと、
　前記特定移動局干渉発生通知を受信した第１の基地局、およびオーバーリーチにより前
記特定移動局干渉発生通知を受信した第２の基地局が、当該通知を受信したタイミングに
基づき、使用するスロットが基地局間で重ならないように配下の移動局に対するスロット
割当てを実行するスロット割当てステップと、
　を含むことを特徴とする通信制御方法。
【請求項３】
　前記特定移動局干渉発生通知送信ステップでは、
　受信した特定移動局干渉発生情報に自局の識別子が含まれていない、前記特定の移動局
以外の移動局が、受信した情報を廃棄することを特徴とする請求項２に記載の通信制御方
法。
【請求項４】
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　前記オーバーリーチにより干渉発生通知を受信した第２の基地局が、当該干渉発生通知
に含まれた識別子に基づき、オーバーリーチ干渉発生元の移動局が、前記第１の基地局配
下の前記特定の移動局であることを認識することを特徴とする請求項１、２または３に記
載の通信制御方法。
【請求項５】
　前記干渉検出通知を送信した第２の基地局は、一定時間にわたって干渉発生通知を受信
できなかった場合、干渉検出通知を再送することを特徴とする請求項１～４のいずれか一
つに記載の通信制御方法。
【請求項６】
　前記第２の基地局は、
　前記スロット割当てステップを実行後、オーバーリーチによる前記特定の移動局からの
アップリンクデータを一定時間にわたって受信できない場合、前記特定の移動局がオーバ
ーリーチ干渉となるエリアからオーバーリーチ干渉とならないエリアへ移動したと判断し
、その旨を前記第１の基地局に通知し、
　その後、前記第１の基地局および前記第２の基地局は、
　配下の移動局へのスロット割当てを、前記スロット割当てステップを実行する前の割当
てに戻すことを特徴とする請求項１～５のいずれか一つに記載の通信制御方法。
【請求項７】
　ＴＤＭＡ方式を採用する無線通信システムにおいて、すべての移動局がオーバーリーチ
干渉となるエリアを予め記憶することとし、さらに、第１の基地局と通信中の特定の移動
局が送信するアップリンクデータがオーバーリーチ干渉となり、第２の基地局がアップリ
ンクデータを正常に受信することができない場合の通信制御方法であって、
　前記特定の移動局が、前記エリア内に位置していることを検出した場合に、その旨を通
知するためのエリア検出通知を、前記第１の基地局および前記第２の基地局に送信するエ
リア検出通知ステップと、
　前記エリア検出通知を受信した第１の基地局および第２の基地局が、当該通知を受信し
たタイミングに基づき、使用するスロットが基地局間で重ならないように配下の移動局に
対するスロット割当てを実行するスロット割当てステップと、
　を含むことを特徴とする通信制御方法。
【請求項８】
　前記スロット割当てステップでは、
　前記第１の基地局および前記第２の基地局のうちの一方の基地局が、前記受信タイミン
グで自局配下の移動局へのスロット割当てを実行し、
　他方の基地局が、前記受信タイミングの次のタイミングで自局配下の移動局へのスロッ
ト割当てを実行することを特徴とする請求項１～７のいずれか一つに記載の通信制御方法
。
【請求項９】
　前記スロット割当てステップでは、
　各基地局が、前記自局配下の移動局へのスロット割当てを、使用するスロットが基地局
間で重ならないように、共通の時定数に基づく一定間隔で周期的に実行することを特徴と
する請求項１～８のいずれか一つに記載の通信制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信システムにおいてオーバーリーチ干渉が発生した場合の通信制御方
法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、無線通信システムにおいてオーバーリーチ干渉が発生した場合の対策が提案
されている。たとえば、下記特許文献１においては、自ゾーンと同一周波数を使用する他
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ゾーンとの間のオーバーリーチ干渉を検出した場合に、無線フレームの開始位置をランダ
ムに遅延させる方法が記載されている。これにより、次の無線フレーム以降では、同一周
波数を使うゾーン間での無線フレームのＤＯＷＮＬＩＮＫ／ＵＰＬＩＮＫの重なり方が変
わり、干渉が軽減する可能性がある。また、干渉が軽減されずに増加した場合であっても
、次無線フレームで再びオーバーリーチ干渉が検出され同様の制御が行われるため、複数
無線フレームにわたって見ると、いずれは干渉が軽減する方向に動作する。この方法は、
干渉相手とのフレーム同期を考慮しないので、複雑な制御が不要である。
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－２６０３３５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記特許文献１の方式は、移動局からのオーバーリーチ干渉時に、基地
局が無線フレームの開始位置をランダムに遅延させるため、再び干渉が発生する可能性が
あった。すなわち、干渉を回避できるか否かは確率でしかない、という問題があった。
【０００５】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、移動局からのオーバーリーチ干渉時、
ＴＤＭＡ方式のＵＰＬＩＮＫ方向に関して、確実に干渉を回避可能な通信制御方法を得る
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明は、ＴＤＭＡ方式を採用する無
線通信システムにおいて、第１の基地局と通信中の特定の移動局が送信するアップリンク
データがオーバーリーチ干渉となり、第２の基地局がアップリンクデータを正常に受信す
ることができない場合の通信制御方法であって、前記第２の基地局が、前記干渉の発生を
検出する干渉検出ステップと、前記第２の基地局が、オーバーリーチ干渉の検出を通知す
るための干渉検出通知を、前記第１の基地局に向けて送信する干渉検出通知ステップと、
前記干渉検出通知を受信した前記第１の基地局が、自局の識別子を含ませた干渉発生情報
を、自局配下の移動局に対して送信する干渉発生情報送信ステップと、前記干渉発生情報
を受信した前記特定の移動局が、その応答として、自局の識別子および前記干渉発生情報
に含まれた第１の基地局の識別子を含ませた干渉発生通知を前記第１の基地局に送信する
干渉発生通知送信ステップと、前記干渉発生通知を受信した第１の基地局、およびオーバ
ーリーチにより前記干渉発生通知を受信した第２の基地局が、当該通知を受信したタイミ
ングに基づき、使用するスロットが基地局間で重ならないように配下の移動局に対するス
ロット割当てを実行するスロット割当てステップと、を含むことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　この発明によれば、確実に干渉を回避することが可能なスロット割当てが可能となる、
という効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下に、本発明にかかる通信制御方法の実施の形態を図面に基づいて詳細に説明する。
なお、この実施の形態によりこの発明が限定されるものではない。
【０００９】
実施の形態１．
　図１は、本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態１の
構成例を示す図である。図１の無線通信システムは、ＴＤＭＡ方式を採用しており、移動
局１および２と、制御装置１０と、基地局１１および１２とを備える。図１に示すように
、基地局１１は移動局１と通信し、基地局１２は移動局２と通信している。また、基地局
１１，基地局１２は、それぞれ制御装置１０と接続されている。なお、基地局１１と基地
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局１２を、制御装置１０を介さず直接接続する構成としてもよい。
【００１０】
　つづいて、以上のように構成された無線通信システムにおける干渉発生時の動作を説明
する。ここでは、基地局１１と移動局１が通信を行い、基地局１１が移動局１からのＵＰ
ＬＩＮＫデータ２１を受信し、同様に、基地局１２と移動局２が通信を行い、基地局１２
が移動局２からのＵＰＬＩＮＫデータ２２を受信している状態を想定する。
【００１１】
　この状態で、移動局１からのＵＰＬＩＮＫデータ２１が、オーバーリーチにより、基地
局１２にて受信可能な範囲、すなわち干渉区域に進入した場合、基地局１２は、ＵＰＬＩ
ＮＫデータ２１を、基地局１１と同じタイミングで、同じ内容を持つＵＰＬＩＮＫデータ
２１ａとして受信する。ここでの「同じタイミング」とは、無線通信レベルではなく、無
線フレームを構築し伝送制御を行うアプリケーションレベルでの概念である。無線が空間
中を伝搬したことによる遅延は、アプリケーションレベルではほぼ無視できるため考慮し
ない。
【００１２】
　図２は、基地局１１および基地局２１における移動局に対するスロット割当て例を示す
図である。一般に、無線レベルでの同期タイミングである無線フレームには、用途別の情
報がセットされている。たとえば、後述するポーリング要求、ＵＰＬＩＮＫデータ、スロ
ット割当てを行うための制御情報等である。ここで、当該用途別の情報を“チャネル”と
呼ぶ。ただし、スロット割当ての説明で用いる“スロット”は、特に明示しない限り、無
線フレーム及びチャネルどちらに対しても適用できる用語とする。
【００１３】
　ＤＯＷＮＬＩＮＫ方向については、基地局が移動局を特定できる情報を付与してデータ
を送信する。ＴＤＭＡ方式のＵＰＬＩＮＫ方向については、複数の移動局が一つの基地局
配下に存在することを考慮して、基地局が、各移動局がＵＰＬＩＮＫデータを送信するタ
イミングを制御する必要がある。この制御情報を「スロット割当て」と呼ぶ。
【００１４】
　図１において、基地局１１は、配下に移動局１のみが在圏しているので、図２に示すと
おり移動局１に全スロットを割当てることができる。各スロット内の数字は移動局１の符
号を示す。同様に、基地局１２は、図２に示すとおり全スロットを移動局２に割当てるこ
とができる。なお、無線の帯域が大きい場合は、全てのスロットを割当てる必要はないが
、無線の帯域が小さい場合は、効率的に無線リソースを使用するために、スロットに空き
がないように割当てる。
【００１５】
　その後、移動局１および移動局２は、それぞれのＵＰＬＩＮＫデータを、図２に示すス
ロット割当て結果に基づき、無線フレーム周期中の全スロットを用いて送信する。このと
き、ＵＰＬＩＮＫデータ２１ａとＵＰＬＩＮＫデータ２１は同じタイミングで送信される
こととなり、ＵＰＬＩＮＫデータ２１ａとＵＰＬＩＮＫデータ２２との間で干渉が発生す
る。
【００１６】
　ここで、基地局での干渉検出方法について具体的に説明する。基地局は、移動局からの
ＵＰＬＩＮＫデータの他に、移動局の存在確認のためのスロット割当て（「ポーリング割
当て」ともいう）も行う。基地局では、ポーリング方式において、移動局からのポーリン
グ応答が受信できた場合に、その移動局の存在を確認することができる。一方、無線品質
や基地局間移動時のロスを考慮して得られる一定時間が経過してもポーリング応答が受信
できなかった場合には、干渉が発生していると判断する。また、ポーリング応答が未受信
で、かつ受信レベル（ＲＳＳＩ（Received　Signal　Strength　Indication）等）が本来
データを受信できる正常値に近い場合、何らかのデータを受信していると想定されるため
、この場合も干渉が発生していると判断する。
【００１７】
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　基地局１２は、たとえば、上記のように干渉を検出すると、制御装置１０に干渉検出通
知３１を送信する。干渉検出通知３１を受信した制御装置１０は、基地局１１に干渉検出
通知３２を送信する。干渉検出通知３１と３２は同一信号である。なお、干渉検出通知の
送信については、上記処理に限らず、基地局１２が干渉検出通知を直接基地局１１に送信
することとしてもよい。また、図２に示すように、基地局１１に収容されている移動局が
移動局１のみの場合、基地局１１は、この時点で、基地局１２へのオーバーリーチ干渉の
発生元が移動局１であることを認識する。
【００１８】
　つづいて、基地局１１が干渉検出通知を受信した後の動作を、図面を用いて説明する。
図３は、基地局１１が干渉検出通知を受信した後の動作を示す図である。基地局１１は、
干渉検出通知３２を受信すると、基地局１２で干渉が発生した旨を通知する干渉発生情報
４１を、自身の配下の全移動局（ここでは移動局１）に送信する（ブロードキャストする
）。干渉発生情報４１は、特別にデータを定義しなくてもよく、たとえば、ＤＯＷＮＬＩ
ＮＫデータやポーリング要求に相乗りさせる（たとえば、特定のビットにフラグを立てる
等）ことが可能である。
【００１９】
　移動局１は、干渉発生情報４１を受信すると、干渉発生通知４２を基地局１１に送信す
る。一方で、移動局１は基地局１２にオーバーリーチ干渉を起こしているため、基地局１
１に送信した干渉発生通知４２は、干渉発生通知４２ａとして基地局１２でも受信される
ことになる。移動局からのＵＰＬＩＮＫデータには移動局を特定するための移動局識別子
が付与されていることが一般的であるため、基地局１２は、ＵＰＬＩＮＫデータから、干
渉発生通知４２ａを送信した移動局が移動局１であることを特定することができる。すな
わち、この時点で、移動局１がオーバーリーチ干渉を発生させていることを認識する。な
お、移動局は、異なる基地局のエリアへ進入した場合、コンテンションのような特殊なイ
ベントで通知することが一般的であるため、干渉発生通知４２を、コンテンションに相乗
りさせる（たとえば、特定のビットにフラグを立てる等）ことにより送信可能である。
【００２０】
　また、基地局が送信するＤＯＷＮＬＩＮＫデータには、基地局を特定する基地局識別子
が付与されることが一般的である。また、移動局が受信信号に含まれている基地局識別子
をＵＰＬＩＮＫデータにそのまま含めて返信することにより、基地局がその移動局と通信
状態にあることを認識することも一般的である。すなわち、移動局１が干渉発生通知４２
に、干渉発生情報４１に含まれた基地局１１の基地局識別子をそのまま含めて送信するこ
とにより、基地局１１は、自基地局配下の移動局からの干渉発生通知であることを認識す
ることができる。一方で、基地局１２が受信した干渉発生通知４２ａには、基地局１１の
基地局識別子が付与されているため、基地局１２は、基地局１１配下の移動局からの干渉
発生通知であることを認識することができる。
【００２１】
　つづいて、以上のようにして干渉発生が検出された場合に行われる、干渉を回避するた
めのスロット割当てについて説明する。図４は、基地局１１および基地局１２による、干
渉発生後の移動局に対するスロット割当ての一例を示す図である。ここでは、基地局１１
および基地局１２は、新たなスロット割当てを行う。
【００２２】
　たとえば、干渉を発生させた移動局１を収容する基地局１１（妨害基地局とする）は、
干渉発生通知４２を受信したタイミングで移動局１へのスロット割当てを行う。干渉を受
けた基地局１２（被干渉基地局とする）は、干渉発生通知４２ａを受信した次のタイミン
グで移動局２へのスロット割当てを行う。どのタイミングでスロット割当てを行うかは、
被干渉基地局と妨害基地局の間で互いに異なるように規定しておく（上記と逆のタイミン
グでもよい）。
【００２３】
　ただし、最初のスロット割当てタイミングから一定間隔後に次のスロット割当てを行わ
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なければ再度干渉が発生してしまうため、その間隔は、全基地局で一定の時定数とする。
たとえば、基地局が２つである場合は、時定数は少なくとも「１」となる。これにより、
妨害基地局と被干渉基地局でスロット割当てが完全に排他的になり、干渉を回避できる。
【００２４】
　また、図１では移動局１のみがオーバーリーチ干渉を発生させているため、一般的に考
えれば、移動局１が送信タイミングをずらせばよい。しかしながら、基地局１１に移動局
１以外にも移動局が収容され、複数の移動局が基地局１２にオーバーリーチ干渉を発生さ
せた場合、移動局ごとにスロット割当てアルゴリズムを動作させることは、処理が複雑に
なるとともに効率的ではない。したがって、スロット割当ては、移動局単位でなく基地局
単位で行うことが望ましい。すなわち、スロット割当てを行わない無線フレームまたはチ
ャネルについては、基地局単位の制御で、全ての移動局が使用しないようにする。これに
より、干渉区域に新たな移動局が進入してきた場合であっても、干渉発生後のスロット割
当てが完了し、基地局間で使用するスロットの調整ができているので、さらなるオーバー
リーチ干渉が発生することはない。
【００２５】
　また、スロット割当てを無線フレーム単位またはチャネル単位のいずれで行うかについ
ては、チャネル構成に依存する点が多い。たとえば、用途別の特定情報が無線フレーム内
に一つしかないような場合には、割当ては必然的に無線フレーム単位になるため、効率的
に処理を行うためには無線フレーム単位の割当てが望ましい。
【００２６】
　ここで、上述した時定数の最適な値についてさらに検討する。たとえば、時定数が小さ
い場合は、干渉が発生しているスロットを除く未使用のスロットが少なくなるため、無線
リソースを有効利用することが可能となる。しかしながら、隣接する基地局が連続的に干
渉発生状態になると、スロット割当ての再実行により、すでに干渉を回避した基地局で再
び干渉が発生するような割当てになる可能性がある。逆に、時定数が大きい場合は、干渉
が発生しているスロットを除く未使用のスロットが多くなるため、無線リソースの利用効
率は悪くなる。しかしながら、隣接する基地局が連続的に干渉発生状態になった場合には
、時定数が大きいので、スロット割当ての再実行により、すでに干渉を回避した基地局で
再び干渉が発生するような割当てになる可能性は低い。
【００２７】
　特に、列車無線通信システムの場合には、基地局の配置が面的ではなく線的になるため
、各基地局は、隣接する基地局が最大でも２つしか存在しないこととなる。したがって、
時定数は、少なくとも「１」であればタイミングをずらすことが可能であるが、１／２の
確率で再スロット割当てが発生するため、「２」～「４」程度が望ましい。図４には、時
定数が「２」の場合の例が示されている。
【００２８】
　なお、前述した干渉区域への進入は、異なる基地局が提供するエリアへの移動の過渡状
態とみなすことができる。この状態において、通信中の基地局と移動局との間では、干渉
による通信断に加え、新しい基地局との位置登録による通信断が発生する。特に、列車無
線通信システムにおいては、移動局（列車）は、通常、高速移動しているため、干渉発生
は継続的な状態ではなく過渡的な状態であることも多い。したがって、このようなシステ
ムでは、基地局１２は、干渉を一定回数検出した段階で干渉検出通知３１を送信するとし
てもよい。
【００２９】
　以上説明したように、本実施の形態では、オーバーリーチ干渉が発生した場合に、妨害
基地局と被干渉基地局との間で、干渉を発生させた移動局およびその移動局が送信する干
渉発生通知のタイミング（スロット割当てのタイミング）を共有可能な構成とした。これ
により、確実に干渉を回避することが可能なスロット割当てが可能となる。また、基地局
間でアプリケーションレベルの同期をとる場合は、同期タイミング制御に高い精度が求め
られるが、本実施の形態では、簡潔な仕組みで確実性の高い同期タイミングを確立するこ
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とができる。
【００３０】
　また、本実施の形態では、特に狭帯域なシステムにおいて、一度の干渉検出でスロット
割当てを行わない構成としたので、干渉を回避しつつ無線リソースを有効に利用したスロ
ット割当てが可能となる。
【００３１】
実施の形態２．
　実施の形態１では、基地局１１配下の移動局が移動局１のみの場合について説明した。
本実施の形態では、基地局１１配下の移動局が複数存在する場合の干渉回避処理について
説明する。
【００３２】
　図５は、本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態２の
構成例を示す図である。図５の無線通信システムは、図１の無線通信システムと比較する
と、基地局１１の配下に移動局３をさらに備える点が異なっている。本実施の形態では、
前述した実施の形態１と異なる処理について説明する。
【００３３】
　以下、上記のように構成された無線通信システムにおける干渉発生時の動作を、本実施
の形態の特徴的な処理を中心に説明する。本実施の形態では、前述した実施の形態１同様
、基地局１２が、移動局１によるオーバーリーチ干渉の発生を検出し、制御装置１０を介
して基地局１１に干渉検知通知３２を通知すること、を前提とする。
【００３４】
　干渉検知通知３２を受け取った基地局１１は、干渉発生情報４１を自局配下の移動局（
移動局１，３）にブロードキャストする。そして、干渉発生情報４１を受信した移動局１
，３は、その応答として、それぞれ干渉発生通知４２，４３を送信する。このとき、実施
の形態１と同じように、移動局１が送信する干渉発生通知４２は、干渉発生通知４２ａと
して基地局１２にも送信される。
【００３５】
　一方で、たとえば、移動局１および３が同時に干渉発生通知を送信した場合には、基地
局１１への干渉発生通知４２，４３が互いに干渉する可能性がある。具体的には、ＴＤＭ
Ａ方式では、移動局は、基地局からの不定期なイベントに対して、ランダム遅延発生後に
応答を返すことが一般的である。ランダム遅延発生後に干渉発生通知を送信することによ
り、干渉発生通知同士の干渉はある程度回避可能である。さらに言えば、ランダム遅延を
移動局毎に固定的に決めておけば、干渉は完全に回避できる。しかしながら、ランダム遅
延を移動局毎に固定的に決めておく方式を採用した場合には、移動局の追加，削除，変更
等があった場合でも各移動局から通知が衝突しないように、配下の全移動局を統括管理す
る必要がある。すなわち、基地局への通知にランダム遅延を導入する場合は、ある程度の
干渉が発生すること、または複雑な管理が必要であること、のいずれかを許容しなければ
ならない。
【００３６】
　なお、オーバーリーチ干渉元の移動局が１つの場合、基地局１２は、干渉発生通知４２
ａを正常に受信することができる。また、基地局１２では、実施の形態１と同様に、干渉
発生通知４２ａを受信した時点で、オーバーリーチ干渉を発生させた移動局が移動局１で
あることを特定することができる。
【００３７】
　図６は、基地局１２が干渉発生通知４２ａを受信した後の動作を示す図である。干渉発
生通知４２ａを受信した基地局１２は、移動局１が干渉発生元であることを示す情報を含
んだ特定移動局干渉検知通知３３を制御装置１０に送信し、さらに、制御装置１０は、特
定移動局干渉検知通知３３と同一の情報である特定移動局干渉検知通知３４を基地局１１
に送信する。そして、特定移動局干渉検知通知３４を受信した基地局１１は、さらに、移
動局１を指定して（移動局１の識別子を含めて）特定移動局干渉発生情報４５を自局配下
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の全移動局にブロードキャストする。
【００３８】
　たとえば、特定移動局干渉発生情報４５を受信した移動局３は、その情報に自身の情報
が含まれていないと判断し、これを廃棄する。一方で、移動局１は、受信した情報に自身
の情報が含まれているので、自局の識別子を含む特定移動局干渉発生通知４６を基地局１
１に送信する。このとき、基地局１２では、特定移動局干渉発生通知４６を特定移動局干
渉発生通知４６ａとして受信することができる。
【００３９】
　そして、基地局１１，１２は、それぞれ特定移動局干渉発生通知４６，４６ａを受信し
たタイミングに基づき、実施の形態１と同様の処理で、スロット割当てを再実行する。
【００４０】
　以上説明したように、本実施の形態では、被干渉基地局が、実施の形態１と同様に、干
渉発生通知に含まれる基地局識別子に基づいて、オーバーリーチ干渉を発生させた移動局
を特定することとした。そして、オーバーリーチ干渉を発生させた移動局の情報が含まれ
た特定移動局干渉検知通知を妨害基地局に通知することとした。したがって、この時点で
、妨害基地局は、オーバーリーチ干渉を発生させた自局配下の移動局を認識することがで
き、妨害基地局と被干渉基地局との間で、オーバーリーチ干渉を発生させた移動局の情報
を共有することができる。また、妨害基地局が、干渉発生元の移動局の情報を含めた特定
移動局干渉発生情報をブロードキャストし、干渉発生元の移動局のみが、特定移動局干渉
発生通知を返信することとした。これにより、妨害基地局および被干渉基地局が、それぞ
れ特定移動局干渉発生通知のタイミングに基づき、確実に干渉を回避することが可能なス
ロット割当てを行うことができる。
【００４１】
　また、本実施の形態では、干渉発生情報をブロードキャストする基地局が、自局配下の
全移動局から干渉発生通知を受信する場合であっても、ランダム遅延の設定により、干渉
発生通知同士の干渉を確実に回避することができる。
【００４２】
実施の形態３．
　実施の形態１および２では、オーバーリーチ干渉を発生させる移動局が一つの場合につ
いて説明した。本実施の形態では、オーバーリーチ干渉を発生させる移動局が複数の場合
について説明する。
【００４３】
　図７は、本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態３の
構成例を示す図である。図７の無線通信システムは、図１の無線通信システムと比較する
と、基地局１２に隣接する基地局１３と、その配下に移動局４とをさらに備える点が異な
っている。基地局１３は、基地局１１および１２と同様、制御装置１０と接続されている
。また、基地局１３は移動局４と通信中とする。本実施の形態では、前述した実施の形態
１と異なる処理について説明する。
【００４４】
　以下、上記のように構成された無線通信システムにおける干渉発生時の動作を、本実施
の形態の特徴的な処理を中心に説明する。本実施の形態では、基地局１２が、移動局１お
よび移動局４によるオーバーリーチ干渉の発生を検出し、制御装置１０を介して、基地局
１１および基地局１３に干渉検知通知３２を通知する。
【００４５】
　干渉検知通知３２を受け取った基地局１３は、干渉発生情報４１を自局配下の移動局４
に送信し、移動局４は、干渉発生通知４８を基地局１３に送信する。なお、干渉発生通知
４８は、干渉発生通知４８ａとして基地局１２においても受信される。
【００４６】
　たとえば、移動局１と移動局４のＵＰＬＩＮＫデータがほぼ同時に、基地局１２配下の
移動局２が送信するＵＰＬＩＮＫデータに対するオーバーリーチ干渉となった場合、基地
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局１２は、干渉検出通知３１を送信する。その後、各基地局は、制御装置１０経由で干渉
検出通知３２を受信すると、実施の形態１と同様に、自局配下の移動局との間で所定の処
理を行う。このとき、基地局１２は、移動局１からの干渉発生通知４２ａ、および移動局
４からの干渉発生通知４８ａを受信する。以降、各基地局は、実施の形態１の同様の処理
で、干渉を回避可能な一定間隔（時定数）で配下の移動局に対してスロット割当てを行う
。
【００４７】
　また、干渉発生通知４２ａと４８ａとの間で干渉が発生した場合、基地局１２は、それ
らの干渉発生通知を正常に受信できない可能性がある。したがって、本実施の形態では、
基地局１２が、各装置の処理遅延，伝搬遅延，各移動局のランダム遅延等を考慮したうえ
で、一定時間が経過しても干渉発生通知を受信できなければ、干渉検出通知３１を再送す
る。
【００４８】
　以上説明したように、本実施の形態では、オーバーリーチ干渉を発生させる移動局が複
数の場合であっても、前述した実施の形態１と同様の効果を得ることができる。また、複
数の隣接する基地局配下の移動局に起因するオーバーリーチ干渉によって、干渉発生通知
同士が干渉し、干渉を検出した基地局において干渉発生通知が正常受信できなかった場合
に、この干渉を検出した基地局が、干渉検出通知を再送する構成とした。これにより、干
渉発生通知同士の干渉が回避可能となる。
【００４９】
実施の形態４．
　実施の形態１～３では、移動局によるオーバーリーチ干渉を回避するための処理につい
て説明した。本実施の形態では、オーバーリーチ干渉発生元の移動局が干渉区域から離脱
した場合の処理について説明する。
【００５０】
　図８は、本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態４の
構成例を示す図である。図８の無線通信システムは、図１の無線通信システムと同じ構成
であるため説明は省略する。ここで、５０は、オーバーリーチ干渉を発生させる可能性の
ある干渉区域である。本実施の形態では、前述した実施の形態１～３と異なる処理につい
て説明する。
【００５１】
　以下、上記のように構成された無線通信システムにおいて、移動局１が干渉区域５０か
ら離脱した場合の動作について説明する。
【００５２】
　まず、移動局１が、干渉区域５０から離脱し、基地局１２の配下への進入した場合の、
位置登録および位置登録解除の仕組みを、図８の構成を用いて説明する。移動局１は、基
地局から受信する基地局識別子が変化したことで、自身が干渉区域５０から離脱して基地
局１２の配下へ進入したことを認識し、このタイミングで位置登録要求を基地局１２に送
信する。そして、基地局１２は、制御装置１０経由でまたは直接、基地局１１へ移動局１
の位置登録解除を通知し、実施の形態１～３において実行していた一定間隔のスロット割
当てを解除する。
【００５３】
　つづいて、移動局１が、干渉区域５０から離脱し、再度基地局１１配下のオーバーリー
チ干渉とならないエリアに移動した場合の動作を、図８の構成を用いて説明する。たとえ
ば、移動局１が、干渉区域５０から離脱し、再度基地局１１配下のオーバーリーチ干渉と
ならないエリアに移動した直後、スロット割当ての状況は、図４のようになっている。
【００５４】
　たとえば、移動局１は、干渉区域５０に位置している場合は、基地局１１との間で“１
”がセットされている左から２，５番目のタイミングで、ＵＰＬＩＮＫデータを送信する
。一方、基地局１２は、移動局１によるオーバーリーチ干渉によって、基地局１２が移動
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局２に対してスロットを割当てていない“－”がセットされている左から２，５番目のタ
イミングで、移動局１からのＵＰＬＩＮＫデータを受信することになる。そして、基地局
１２は、受信したＵＰＬＩＮＫデータに含まれた基地局１１の基地局識別子を検出するこ
とにより、このデータが基地局１１配下の移動局からのデータであることを認識すること
ができる。
【００５５】
　しかしながら、移動局１が干渉区域５０から離脱し、オーバーリーチ干渉とならないエ
リアへ進入すると、基地局１２は、上述した“－”がセットされている左から２，５番目
のタイミングで何も受信しなくなる。したがって、干渉区域５０と外部区域との間の、微
少時間の進入／離脱を考慮し、移動局１からのＵＰＬＩＮＫデータを一定時間受信しなけ
れば、移動局１が干渉区域５０から離脱し、オーバーリーチ干渉とならないエリアへ進入
したものとみなすことができる。基地局１２は、上記離脱および進入を認識した時点で、
制御装置１０経由でまたは直接、基地局１１へ干渉解除通知（３５，３６）を送信する。
干渉解除通知は、移動局が移動したことにより、干渉を生じさせていた原因が除かれたこ
とを通知するための信号である。
【００５６】
　そして、基地局１２は干渉解除通知３５を送信したタイミングで、基地局１１は干渉解
除通知３６を受信したタイミングで、それぞれ前述した実施の形態で実行した一定間隔の
スロット割当てを解除し、たとえば、図２のようなオーバーリーチ干渉を前提としないス
ロット割当てを実行する。
【００５７】
　以上説明したように、本実施の形態では、移動局１が干渉区域５０から離脱し、オーバ
ーリーチ干渉とならないエリアへ進入した場合に、移動局１を収容する基地局１１に対し
て干渉解除通知を送信し、通常のスロット割当てを実行することとした。これにより、オ
ーバーリーチ干渉が発生していない状態での効率のよいスロット割当てが実行可能となる
ので、無線リソースの有効利用が可能となる。
【００５８】
実施の形態５．
　実施の形態１～４では、基地局がオーバーリーチ干渉の検出を行う場合について説明し
た。本実施の形態では、移動局が自分の位置情報を検知して干渉発生通知を基地局に送信
する場合について説明する。
【００５９】
　図９は、本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態５の
構成例を示す図である。なお、本実施の形態では、図９の無線通信システムが列車無線通
信システムであることを前提として説明するが、構成は図８の無線通信システムと同じで
ある。本実施の形態では、前述した実施の形態１～４と異なる処理について説明する。
【００６０】
　列車無線通信システムでは、列車（移動局）は、自身の起点からの位置を、キロ程とい
う距離情報で正確に把握可能である。そこで、移動局は、干渉区域５０についてのキロ程
を予め設定しておく。これにより、移動局は、干渉区域５０内に位置していることを自律
的に検出することができるため、干渉発生通知４３および４３ａを基地局１１および基地
局１２へ送信することができる。
【００６１】
　以上説明したように、本実施の形態では、列車無線通信システムを一例として、予め干
渉区域の位置を列車（移動局）に設定し、干渉区域に入ったことを検知した列車が、各基
地局に干渉発生通知を送信することとした。これにより、基地局におけるオーバーリーチ
干渉の検出処理や干渉発生通知の送信処理が不要となるので、オーバーリーチ干渉を回避
する場合の基地局での処理を簡素化できる。
【産業上の利用可能性】
【００６２】
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　以上のように、本発明にかかる通信制御方法は、オーバーリーチ干渉が発生する無線通
信システムに有用であり、特に、オーバーリーチ干渉が発生した場合に当該干渉を高い精
度で回避する方法として適している。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態１の構
成例を示す図である。
【図２】基地局における移動局に対するスロット割当て例を示す図である。
【図３】基地局が干渉検出通知を受信した後の動作を示す図である。
【図４】基地局による、干渉発生後の移動局に対するスロット割当ての一例を示す図であ
る。
【図５】本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態２の構
成例を示す図である。
【図６】基地局が干渉発生通知を受信した後の動作を示す図である。
【図７】本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態３の構
成例を示す図である。
【図８】本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態４の構
成例を示す図である。
【図９】本発明にかかる通信制御方法を実現可能な無線通信システムの実施の形態５の構
成例を示す図である。
【符号の説明】
【００６４】
　１，２　移動局
　１０　制御装置
　１１，１２，１３　基地局
　２１，２２　ＵＰＬＩＮＫデータ
　３１，３２　干渉検出通知
　４１　干渉発生情報
　４２，４２ａ，４３，４３ａ　干渉発生通知
　３３，３４　特定移動局干渉検知通知
　３５，３６　干渉解除通知
　４５　特定移動局干渉発生情報
　４６，４６ａ　特定移動局干渉発生通知
　４８，４８ａ　干渉発生通知
　５０　干渉区域
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